
食品衛生法の一部改正について
～集団給食施設の方へ～

営業の届出制度について
従来、調理業務を外部事業者に委託している施設については、外部事業者が食品衛
生法における飲食店営業許可を取得していただき、直営で調理業務をしている施設につ
いては、営業許可が不要でした。令和３年６月１日から営業の届出制度が始まり、営業
許可の対象とならない業種の営業者については、営業の届出が必要になりました。現在、
外部事業者に委託し、飲食店営業許可を取得している施設は、営業の届出については
不要です。委託契約が終了し、直営で調理業務をすることに変更になる場合は、営業の
届出をお願いします。
また、届出事項が変更となった場合や廃業した場合も、届出が必要です。

HACCPに沿った衛生管理について

１回の提供食数が２０食程度未満の少数特定の者を対象とする給食施設について
は、HACCPに沿った衛生管理、食品衛生責任者の選任及び営業の届出の規定は適
用されません。（※ただし、営業の届出については実態把握のため、可能な限りお願いします。）その
場合であっても、上記手引書や「中小規模調理施設における衛生管理の徹底について」
等を参考に、自主的な衛生管理を徹底し、衛生管理の向上に努めてください。

令和４年４月版

食品衛生法の改正により、令和２年６月１日から、原則、全ての食品等事業者は、
HACCPに沿った衛生管理を実施すること及び食品衛生責任者を選任することに加え、令
和３年６月１日からは、営業許可の対象とならない業種の営業者については、営業の届
出が必要になりました。

小規模施設について

令和２年６月１日より原則全ての食品等事業者（集団給食施設を含む）は
HACCPに沿った衛生管理を実施することが義務付けられました。集団給食施設におかれ
ましては、厚生労働省が発出している「大量調理施設衛生管理マニュアル」に従って衛生
管理が行われていれば新たな対応は生じません。ただし「大量調理施設衛生管理マニュア
ル」によらない衛生管理を行っている施設については厚生労働省のウェブサイトにある「小規
模な一般飲食店向け」や「旅館・ホテル向け」のHACCPの考え方を取り入れた衛生管理
の手引書等を参考に衛生管理を行ってください。

※食品衛生責任者になれる者の資格
１．都道府県知事等が行う講習会又は都道府県知事等が適正と認める講習会を受講した者
（いわゆる食品衛生責任者養成講習会修了者）

２．調理師、製菓衛生師、栄養士、船舶料理士等
３．食品衛生監視員又は食品衛生管理者の資格要件を満たす者

◆お問い合わせ・ご相談先 東大阪市保健所 食品衛生課
〒５７８－０９４１ 東大阪市岩田町４丁目３番２２ー５００号希来里５階

電話 ０７２－９６０－３８０３
FAX ０７２－９６０－３８０７



新規の営業届出の提出方法について 

(1)食品衛生申請等システムによる提出  

営業届の提出は、厚生労働省の食品衛生申請等システムによって手続

が可能です。添付のリーフレットをご参照ください。 

(2)窓口での提出  

営業届出書を東大阪市保健所食品衛生課の受付窓口に提出してくださ

い。 

◆お問い合わせ・ご相談先       

東大阪市保健所 食品衛生課  

〒５７８－０９４１ 東大阪市岩田町４丁目３番２２ー５００号希来里５階  

                  電話：０７２－９６０－３８０３ 

                  FAX：０７２－９６０－３８０７ 







様式第９

※ 以下の情報は「官民データ活用推進基本法」の目的に沿って、オープンデータとして公開される場合があります。
申請者または届出者の氏名等のオープンデータに不都合がある場合は、次の欄にチェックしてください。(□)

電子メールアドレス： 法人番号：

郵便番号： 電話番号： FAX番号：

届出者住所（必須）　※法人にあっては、所在地

（ふりがな） （生年月日：個人のみ必須）

届出者氏名（必須）　※法人にあっては、その名称及び代表者の肩書及び氏名

郵便番号： 電話番号： FAX番号：

施設の所在地（必須）

（ふりがな）

施設の名称、屋号又は商号（必須）

（ふりがな）

自動販売機の型番 業態

HACCPに基づく衛生管理

HACCPの考え方を取り入れた衛生管理

（ふりがな） 電話番号

担当者氏名

担
当
者

受　付（　　　　）

業
種
に
応
じ
た
情
報

指定成分等含有食品を取り扱う施設 □

輸出食品取扱施設
※この申請等の情報は、国の事務に必要な限度において、輸出時の要件確認等のために使用します。

□

営
業
届
出

営　業　の　形　態（必須） 備考

1

2

3

年　　　　月　　　　日

営
業
施
設
情
報

電子メールアドレス：

ＨＡＣＣＰの取組(任意記入)
□

□

資
格
の
種
類

11～19管理者(　　　  )□　21栄養士□　22調理師□
23製菓衛生師□　38養成講習会受講(大阪Ｒ2.10～ )□
その他(　　　　　  )□

30旧養成講習会□　25指導員講習会(大阪Ｒ1まで)□
その他(　　　　　  )□

39他自治体養成講習会受講者（　　　　　　　　）□

未取得□（講習会未受講□　旧資格（　　　　　）□）

宛先　　　　東大阪市保健所長

営業届出書
食品衛生法第５７条第１項の規定に基づき次のとおり関係書類を提出します。

主として取り扱う食品、添加物、器具又は容器包装(必須)

ただし、届出者氏名、施設の所在地、施設の名称、営業の形態については、チェックの有無にかかわらず公開される場合があります。

自由記載

届
出
者
情
報

年　　　月　　　日生

※合成樹脂が使用された器具又は容器包装
を製造する営業者を除く。

食品衛生責任者の氏名(必須)　



様式第９

※ 以下の情報は「官民データ活用推進基本法」の目的に沿って、オープンデータとして公開される場合があります。
申請者または届出者の氏名等のオープンデータに不都合がある場合は、次の欄にチェックしてください。(□)

電子メールアドレス： 法人番号：

郵便番号： 電話番号： FAX番号：

届出者住所（必須）　※法人にあっては、所在地

（ふりがな） （生年月日：個人のみ必須）

届出者氏名（必須）　※法人にあっては、その名称及び代表者の肩書及び氏名

郵便番号： 電話番号： FAX番号：

施設の所在地（必須）

（ふりがな）

施設の名称、屋号又は商号（必須）

（ふりがな）

自動販売機の型番 業態

HACCPに基づく衛生管理

HACCPの考え方を取り入れた衛生管理

（ふりがな） 電話番号

担当者氏名

ただし、届出者氏名、施設の所在地、施設の名称、営業の形態については、チェックの有無にかかわらず公開される場合があります。

集団給食

自由記載

届
出
者
情
報

年　　　月　　　日生

※合成樹脂が使用された器具又は容器包装
を製造する営業者を除く。

食品衛生責任者の氏名(必須)　

東大阪　花子

年　　　　月　　　　日

営
業
施
設
情
報

電子メールアドレス：

ＨＡＣＣＰの取組(任意記入)
□

□

資
格
の
種
類

11～19管理者(　　　  )□　21栄養士□　22調理師□
23製菓衛生師□　38養成講習会受講(大阪Ｒ2.10～ )□
その他(　　　　　  )□

30旧養成講習会□　25指導員講習会(大阪Ｒ1まで)□
その他(　　　　　  )□

39他自治体養成講習会受講者（　　　　　　　　）□

未取得□（講習会未受講□　旧資格（　　　　　）□）

宛先　　　　東大阪市保健所長

営業届出書
食品衛生法第５７条第１項の規定に基づき次のとおり関係書類を提出します。

主として取り扱う食品、添加物、器具又は容器包装(必須)

営
業
届
出

営　業　の　形　態（必須） 備考

1

2

3

業
種
に
応
じ
た
情
報

指定成分等含有食品を取り扱う施設 □

輸出食品取扱施設
※この申請等の情報は、国の事務に必要な限度において、輸出時の要件確認等のために使用します。

□

担
当
者

受　付（　　　　）

○○○－○○○－○○○○

○○○○○○○○○○○○○ｓｈｏｋｕｈｉｎ＠△△△.ｊｐ

○○○－○○○○

大阪府○○市○○町○○丁目○番○号

○○○－○○○－○○○○

社会福祉法人 ○○ 東大阪 太郎

かぶしきがいしゃ ○○しょくひん ひがしおおさか たろう

ｓｔｏｒｅ１２３４＠△△△.ｊｐ

○○○－○○○○ ○○○－○○○－○○○○ ○○○－○○○－○○○○

大阪府東大阪市○○町○○丁目○番○号

○○〇〇

○○〇〇

ひがしおおさか はなこ

集団給食施設

東大阪 次郎

ひがしおおさか じろう

○○○－○○○－○○○○

○○令和○

普通調理 クックチル 盛付のみ 等










